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１．はじめに 

世界の LNG 市場は今後堅調な拡大を続け，2020 年には

需要が約 4 億トンにまで増加すると見られている．近年で

は，数量やプレーヤー数の拡大とともに，直近では縮小し

たとは言え LNG 価格の地域間格差や，需給変動への対応策

として短期・スポット取引や LNG 再輸出ビジネスが増加す

る等，従来の市場構造や取引形態に変化が見られている．

また，2020年にかけて，米国や豪州を中心に新規 LNGプロ

ジェクトが複数計画され，十分な供給力が追加される見通

しの一方で，それらに続くプロジェクトの実現可能性およ

び需要開発面においても，市場環境の不透明性は大きい．

本稿では，これら市場環境の変化を見通すと同時に，LNG

ビジネスに関わる事業者の変容する LNG 市場への対応につ

いて考察する． 

 

２．世界の LNG市場：絶対数量面での拡大 

LNG市場は，2014年 10月で 50周年を迎えた．1964年に

アルジェリアから英国へ世界初となる LNG の商業輸出が実

現し，日本でも 1969年に東京ガスと東京電力が共同でアラ

スカ Kenai LNG プロジェクトから LNG 輸入を開始した．天

然ガスは，化石燃料の中では最も環境性に優れていること

や石油に比べて資源の偏在性が小さいこと等を背景に，世

界的に需要が拡大していく中，日本のように地理的および

政治的に国際パイプライン導入が困難な国においては，LNG

としての輸入を拡大させてきた． 

図 1 世界の LNG取引量推移 1) 

 

Cedigaz によると，1990 年における世界の LNG 取引は，

天然ガス取引全体の 23.5％に相当する 72.1Bcm（LNG 換算

で約 5,300 万トン）であったが，その 10 年後の 2000 年に

は 137.2Bcm（LNG換算で約 1億トン）に到達し，さらに 10

年後の 2010年には 295.5Bcm（LNG換算で約 2億 1,700万ト

ン）と 10 年毎に市場規模を 2 倍に拡大させてきた．なお，

2014 年における世界の天然ガス取引量は 1005.2Bcm（LNG

換算で約 7 億 3,900 万トン）で，そのうち LNG 取引は全体

の 31.2%に相当する 313.7Bcm（LNG 換算で約 2 億 3,100 万
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トン）であった．また，1990年から 2014年までの 24年間

における天然ガス全体の取引量は年率 5.1%で増加してき

たことに対し，LNG 取引量は年率 6.3%で増加しており，天

然ガス需要を上回る速度で拡大していると言える．同時に，

LNG 輸入国・輸出国数も堅調に増加しており，1990 年の輸

入国が 9ヵ国，輸出国が 8ヵ国であったが，2014年には輸

入国が 31 ヵ国，輸出国が 27 ヵ国まで増加している．2015

年には，エジプト，パキスタン，ヨルダン, ポーランドが

輸入国として加わり，今後もフィリピン，ベトナム，ミャ

ンマー，バングラディッシュ等でも LNG の導入が計画され

ている． 

 

３．近年の LNG市場に見られる変化：流動性の拡大 

天然ガスは，体積あたりの熱量の低さから,輸送や貯蔵の

コストが高く, 石油に比べて国際市場が形成されにくい．

そのため，歴史的に北米，欧州，アジアの 3 大消費地域ご

とに市場が創成され，価格メカニズムも各市場環境に合わ

せた特徴を有する． 

北米は，世界最大の天然ガス消費地域であると同時に，

過去より主要な天然ガス生産地域でもある．米国は 1970

年代から LNG としても天然ガスを輸入してきたが，近年は

シェールガス革命による非在来型の天然ガス生産量が急増

しており，2018年頃には国内ガス供給が需要を上回り，天

然ガスの純輸出国に転じることが予測されている．また，

米国では 1985 年の自由化以前より上流から下流まで一貫

操業を行なう垂直統合型の企業が存在せず，多数のガス生

産者，輸送・配給事業者，小売事業者が存在していた．そ

のため，市場流動性が高く，市場自由化が進展するととも

にヘンリーハブを代表とする卸価格を発信する市場が形成

されてきた． 

欧州では，イギリス, ノルウェー，オランダ等による域

内の天然ガス生産に加え，ロシアや北アフリカからのパイ

プラインガス輸入や中東・アフリカ・南米からの LNG 輸入

も行っている．イギリスやオランダといった北西欧州にお

いては, NBP や TTF といったハブで市場価格が形成されて

いるが,その他の大陸欧州諸国では油価連動と市場価格が

混在している.  

アジアでは，日本・韓国・台湾等の北東アジア諸国が，

経済成長によるエネルギー需要増大に対応しつつ，石油依

存度の低下や環境問題への対応等から，拡大する天然ガス

需要を満たすために LNGを輸入してきた．1969年に日本が

LNG の輸入が開始した当初は固定価格で取引されていたが，

石油危機による油価高騰に便乗する形で供給者が油価連動

を主張したことで，政府販売価格（GSP：government selling 

price）に連動した価格体系が採用され，近年では日本向け

原油の平均 CIF価格（JCC：Japan Crude Cocktail）に連動

した価格体系が採用されることが多い．また，欧州や北東

アジア向けの伝統的な LNG 取引における契約は，投資リス

ク低減や安定調達のために 20 年以上にわたる長期契約が

締結されることが多い．さらに，買主が LNG を引き取れな

い場合でも一定の金額を支払う義務を買主に課す Take or 

Pay 条項や仕向地が輸入国や受入基地で特定されている仕

向地条項等の硬直的な条件が多くの契約で課されている．

そのため，2000年代前半まで世界的に LNG取引の流動性が

低く，大西洋市場と太平洋市場は分断状態にあった． 

しかし，近年では北米シェールガス生産量の増大や福島

原子力発電所事故を契機とした LNG 火力発電設備の稼働率

上昇等による急激な需給変動や地域間価格差の対応として，

より流動性が高く柔軟な対応ができるカーゴ単位のスポッ

ト取引やポートフォリオ契約，再輸出カーゴ取引等，新た

な契約形態や取引経路が出現している． 

GIIGNL（国際 LNG輸入者協会）によると，2004年の短期・

スポット取引量は全体の 11%程度に相当する約 1,510 万ト

ンであり，その 3分の 1程度は米国が輸入していた．当時，

マレーシア・アルジェリアに次ぐ世界第 3 位の LNG 輸出国

であったカタールは，今後需要が増加すると期待された米

国市場向けに LNG 生産能力を増強し，2009 年から 2011 年

にかけて合計3,120万トン/年ものLNG生産設備を立ち上げ

た．しかし，2000年代後半から米国内でのシェールガス生

産量が増加したことで，米国が新たな LNG を不要としたた

め，カタールは膨大な余剰 LNG を抱えた．さらに，これま

で米国に天然ガスをパイプラインまたは LNG として輸出し

てきたカナダやナイジェリア，トリニダードトバゴ等も米

国に替わる新規市場開拓の必要性に迫られ，ナイジェリア

やトリニダードトバゴの既存プロジェクトは余剰供給力を

アジア市場に向けた． 

偶然にもこれと同時期にあたる2011年3月に東日本大震

災が発生し，停止した原子力発電の代替電源としてガス火

力発電所の稼働率を上げたことによって日本の LNG 輸入量

は急増した．日本は，従来から長期契約による LNG 輸入を

基本としており，2011 年度時点における長期契約量は約

5,900 万トンであったため，同年度の輸入量との差に当た

る約 2,400 万トンは，UQT（Upward Quantity Tolerance：

LNGの長期契約では，通常契約量に対して 5～10％程度の引

取り量の増加が可能とされる）やスポット調達で増加分を

補ったと推測される．2011年における世界の短期・スポッ

ト取引量は日本や韓国等の北東アジア諸国が牽引する形で

約 6,120万トンまで拡大した． 

2014 年以降には世界全体として低調な需要である事に

対して，パプアニューギニアや豪州の新規 LNG プロジェク

が立ち上がり，LNG 需給の緩和が顕在化した．この需給緩

和が 2015 年初頭までスポット価格と長期契約価格の乖離
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を広げ，買主のスポットや短期契約による調達へのシフト

を強めた．2014 年の短期・スポット取引量は全体の 30%程

度に相当する 6,960 万トンと過去最高の取引量を記録して

いる．また，そのうち純粋なスポット取引量は，約 2,600

万トン程度と推測される． 

図 2 短期・スポット取引量推移 2)3) 

 

また，主に欧州からアジアや南米，中東へ再輸出という

形で LNGが流入している．欧州では 2008年のリーマンショ

ックや 2010 年のギリシャ危機を契機に域内経済が低迷し

ていることに加え，各国の再生可能エネルギー政策や米国

からの安価な石炭の流入により天然ガスの相対的な価格競

争力が低下し，2010年以降は天然ガス需要が減少傾向にあ

る．EU28ヵ国における 2013年の天然ガス需要は 2010年に

比べて 13.5%減少し，404.9Bcm（LNG 換算で約 2 億 9,800

万トン）であった．特に，LNG輸入量の減少が顕著であり，

2013 年の LNG 輸入量は 2,920 万トンで 2010 年から半減し

た．欧州ガス買主は，LNG 供給者との長期契約価格の再交

渉で引き下げを実現するとともに，相対的に安価に調達し

ている大西洋地域の LNG をアジアや南米，中東に仕向け地

変更・再輸出の形で転売している．2008 年にベルギーの

Zeebrugge 基地で初めて LNG の再輸出が行われ，その後ス

ペインやフランスの基地からも行われ，欧州域外へ再輸出

された LNGは，2010年～2014年までに約 270カーゴと推定

される． 

図 3 欧州の LNG輸入量と再輸出量推移 4)5)6) 

 

さらに，BGや Shellに代表される上流・下流両面で複数

の選択肢を持ったポートフォリオプレーヤーが存在感を強

めている．BGは，いち早く米国 Elba Islandや Lake Charles

基地のキャパシティー使用権を確保し，トリニダード・ト

バコやエジプト等を供給源とした仕向け先柔軟性を備えた

ポートフォリオを構築，大西洋市場から太平洋市場まで

LNGマーケティングを拡大させた．また，米国 Sabine Pass

輸出設備から長期購入契約を締結するとともに，豪州では

QCLNGの開発を進め，複数の市場間で LNGを動かしている．

また，民間企業としては世界最大の LNG 生産能力を有して

いる Shell は，東南アジアや豪州，サハリン等世界各地の

LNG プロジェクトに出資すると同時に，受入基地のキャパ

シティー使用権も保有することで，生産状況や価格状況に

応じて最適な調達・販売経路を選択する枠組みを構築して

いる．このようなポートフォリオプレーヤーは，複数の生

産国および消費国でプロジェクトへの出資やキャパシティ

ー，販売先を確保し，自社のビジネスポートフォリオ内で

価格状況に応じて様々な地点で調達・販売ができるように

なり，LNGビジネスで優位性を持っている． 

このように，急激な需給変動や地域価格差の対応として，

スポット市場の活性化や再輸出ビジネスが生まれ，結果的

に市場の流動性や柔軟性が促進されてきた．一方で，国際

天然ガス市場が不完全ながらも形成されつつあるにもかか

わらず，「アジアプレミアム」という言葉に代表されるよう

に，地域間価格差が根強く残っているのも事実である．確

かに，2014年後半からの原油価格下落の影響で地域価格差

は縮小しつつあるが，また原油価格が上がれば地域価格差

が再発する可能性があるという点においては，「アジアプレ

ミアム」は解決されていない課題である．価格差があるか

らこそ，再輸出やポートフォリオビジネスが成立する側面

はあるものの，アジア買主としては依然として割高な LNG

価格で購入せざるを得ない状況は改善していかなければな

らない．また，新しい価格決定方式を模索していく中では，

仕向地制限等の硬直的な契約条件の見直しが大前提となる． 

 

４．今後の市場見通し：不透明性とさらなる流動性の拡大

期待 

日本エネルギー経済研究所によると，世界の LNG 需要は

2020年に 3億～3億 9,000万トン，2030年に 4億 1,000万

～5 億 7,000 万トンまで増加する見込みである．日本の原

発再稼働状況や国内電力・ガス市場改革，中国の景気減速・

国内ガス政策等による下振れ要因もあるが，欧州域内での

天然ガス生産量の減少や米国からの LNG 流入による欧州諸

国の需要持ち直し，LNG 価格の低迷を背景に，これまで経

済性から LNG 導入に踏み切れなかったベトナムやフィリピ

ン等の新興国での LNG導入が期待できる． 
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これに対して，世界の LNG生産能力は，2014年末時点で

約 3 億 2,000 万トン/年である．生産が停止しているリビ

ア・エジプト・アンゴラを除くと，約 3億トン/年程度であ

り，稼働率を加味しても需要に対して供給力は十分である．

また，現在建設中のプロジェクトを加味すると，2020年に

は約 4億トン/年程度に達する見込みとなっている．米国や

豪州以外でもモザンビークやタンザニア等の東アフリカで

も大型 LNG 生産計画が出現しており，構想段階のプロジェ

クトも合わせると，2025年には約 6億 5,000万トン，2030

年には 7 億 8,000 万トンとなり，LNG 需要を大きく上回る

計画が存在する． 

図 4 世界の LNG需給見通し 7) 

 

LNG プロジェクトは，ガス田の開発やパイプライン・液

化プラント建設等の大規模な投資を必要とするため，通常

その生産能力の大半を買主と長期売買契約を締結すること

でキャッシュフローを確保してから最終投資決定（FID）が

行われる．そのため，2020年頃まで生産能力が需要見通し

に対して過剰気味となる状況が想定できる現在，建設中ま

たは SPA や HOA を締結しているプロジェクト以外について

は，その実現可能性は不透明である．また，2014年後半か

ら原油価格が下落した影響で財務状況が悪化したプロジェ

クト参画企業も多く，さらに新規プロジェクトの乱立によ

る人件費・資材費高騰も重なって，スケジュールの遅延や

計画の棚上げを発表した案件も既に複数発生している． 

数多くの新規 LNG プロジェクトの中でも米国でのプロジ

ェクトは，既存受入基地から転用するものが多く，投資条

件が有利である．現在，Sabine Pass，Cove Point，Freeport，

Cameron，Corpus Christi の 5 プロジェクトが建設中で，

2019 年までに計 6,200 万トン/年の生産能力が追加される

見込みである．アジアの主要買主は，既に約 2,400 万トン

の売買契約を締結済みで，ヘンリーハブを用いた価格フォ

ーミュラも提案されていることから，従来の油価連動方式

からの多角化という効果が期待される．また，LNG 船への

積み込み時点で所有権が買主に移転し，第三者への転売も

可能な FOB（Free on Board）方式の採用も増えており，買

主の LNG 転売による市場流動性の向上も期待される．一方

で，ヘンリーハブ価格は，ルイジアナ州の天然ガス集積地

で売買される天然ガスの卸価格であり，米国市況を反映し

ているものであるため，「アジア市場の需給状況とは関係な

い指標」あるいは「米国ガス市場の価格変動に影響される」

「油価連動より常に安いとは限らない」との指摘もある．

しかし，米国産 LNG による価格体系や契約の多様性は，買

主にとって既存の売主との契約更改や新規調達先との価格

交渉を優位に進められるメリットも大きいと考えられる． 

表 1 アジア買主の米国産 LNG契約数量 

 

 また，新しい LNG輸送経路も開発されており，輸送距離・

時間の短縮によるコスト削減が期待できる．パナマ運河で

は，運河通行量の増加と船舶の大型化に対応するため，拡

張工事を進めおり，2015年末の完成予定である．米国メキ

シコ湾岸から日本への LNG 輸送期間は，南アフリカ喜望峡

経由で 45 日，南米大陸マゼラン海峡経由では 50 日要する

が，パナマ運河が通行可能となれば 25日に短縮することが

できる．また，北極海では気候変動の影響と考えられる海

氷の縮小により，夏季限定で船舶の航行が可能となった．

この北極海航路を利用することで，欧州とアジア間の輸送

期間がスエズ運河経由 40 日から 30 日に削減でき，また

2018年に稼働予定の Yamal LNGから欧州・アジアへの輸送

経路とする計画もある．なお，スエズ運河においても 2015

年 8月に複線化および拡張工事が完了している． 

 

５． LNG 事業者の対応 

上述の通り，2020年にかけて多数の LNGプロジェクトが

立ち上がり，供給が需要見通しに対して過剰気味となる状

況が想定できるため，買主にとっては有利な環境が続くと
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既存
高需要ケース
低需要ケース

プロジェクト名 売主
（液化業務委託者） 買主
契約数量

[万トン/年]
契約期間

KOGAS 350
2017～2037

(20年+OP10年)

GAIL 350
2016～2036

(20年+OP10年)

東京電力 40
2017～2037
（20年）

東邦ガス 30
2017～2037
（20年）

関西電力 40
2017～2037
（20年）

東京ガス 52
2020～2040
（20年）

東京電力 80
2017～2037
（20年）

IOC 70
2018～2038
（20年）

東邦ガス 20
2018～2038
（20年）

東北電力 30
2022～2038
（16年）

CPC 80
2018～2038
（20年）

東北電力 27
2018/2019～2038/2039

（20年）
ST Cove Point

(住友商事51%, 東京ガス49%)
東京ガス 140

2017～2037
（20年）

住友商事 関西電力 80
2017～2037
（20年）

Pertamina 76
2018～2038

(20年+OP10年)

Pertamina 76
2019～2039

(20年+OP10年)

220
2018～2038
（20年）

220
2018～2038
（20年）

220
2019～2039
（20年）

220
2019～2039
（20年）

2,421

Corpus Christi
LNG

Cheniere Energy 

大阪ガス

中部電力

東芝

SK E&S

アジア買主　合計

Freeport
LNG

三菱商事

ENGIE

Cove Point
LNG

Sabine Pass
LNG

Cheniere Energy 

Cameron
LNG

三井物産
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見られる．しかし，中国やインド，東南アジアや南米の新

興国で天然ガス需要が堅調に増加するにつれ，買主間の競

争は激化することが予測される．また，Trafiguraや Vitol

のようなトレーダーの進出やポートフォリオプレーヤーの

ように，ガス田開発や液化事業等の上流事業をメインに行

っていた国際・国営石油企業が，再ガス化事業やガス販売

等の下流分野へ進出する動きもあり，従来からの LNG 買主

（輸入国）間だけではない競争が出てきている．そこで，

買主は，将来長期間にわたって LNG を安定的，かつ適正な

価格で調達し，また LNG需要を継続的に創造していくため，

以下のような取り組みを始めている． 

(1)買主間アライアンス 

東京電力と中部電力，東京ガスと韓国 KOGAS，東京ガス

と台湾 CPC，中部電力と KOGAS のように主要買主同士が原

料調達におけるアライアンスを締結することで，バーゲニ

ングパワー拡大とともに，調達源の多様化，さらには仕向

先の柔軟性を高める動きが出てきている．また，関西電力

は，BPシンガポールとの協定の中で他社への転売等のトレ

ーディング事業展開を視野に入れたり，ENGIE とは両社が

契約する供給源を交換することで輸送距離を短縮する取り

組み等も行われている． 

(2)上流事業への進出 

日本の電力・ガス会社や KOGAS，欧州ユーティリティ企

業群は，2000年代前半からガス田の権益取得や液化基地へ

の出資等の上流事業にも参入してきた．これは，あくまで

も買主の立場で，原料調達先の多様化やエネルギーセキュ

リティーの確保，変動する価格に対するヘッジを主たる目

的としている．最近では中小買主やスポット市場へ売り出

す事例も見られるが，売主としての利益創出というよりは

需要拡大または余剰 LNG の転売という側面が強い．また，

銀行群が，自国買主支援の目的も含めて新規 LNG プロジェ

クトのファイナンスに出資しており，2014年は Cameron LNG

や Freeport LNG，Donggi-Senoro LNG，Ichthys LNG（関西

電力の権益取得分）に対するプロジェクトファイナンスが

国際協力銀行（JBIC）と日本の民間金融機関によって主導

された． 

(3)海外下流進出 

日本は 1969年に初めて LNGを輸入して以来，常に世界一

の LNG 輸入国であり続け，今後もそのポジションは当面不

動である．しかし，今後日本国内の原発が再稼働すること

や人口減少，また国内ガス市場の自由化により，一事業者

あたりの国内天然ガス需要を増加させることは決して容易

なことではない．そのため，日本の大手電力・ガス会社が

海外のガス小売市場へ参入する動きが見られる．例えば，

東京ガスは，アジアの統括拠点として 2014 年 12 月にシン

ガポールに事務所を設立し，経済成長に伴う産業・民生用

エネルギー需要増加をターゲットにコージェネ普及等の市

場開拓を進めている．さらに，同社は 2015年 9月にベトナ

ム・インドネシア・タイにも拠点を構えた．新興市場にお

いては最初に投資をしたものが有利である中，価格だけの

勝負では厳しいものがある．省エネ提案等の付加価値を設

けた提案が必要であるが，日本で磨いた手法をそのまま海

外の新興市場に当てはめても成功しない場合も多いため，

現地企業とのアライアンスも有効である．東京ガスは，2014

年 12 月にベトナム国営石油会社ペトロベトナム（PVN）傘

下のペトロベトナムガス（PV Gas）との間で，ベトナムに

おけるエネルギーソリューション事業の事業化調査に関す

る覚書を締結している．また，大阪ガスも 2015年 9月にタ

イ PTT との共同出資により，タイ国内で産業用顧客向けの

燃料転換エネルギーサービス事業（ES事業）を行う会社を

設立し，日系企業以外への ES事業展開をねらっている． 

(4)仕向地条項撤廃 

伝統的な天然ガス取引では，仕向地が輸入国や受入基地

で特定されている仕向地条項が課されていることが多い．

買主・売主の両者にとって受渡・引取の確実性を高めるた

めの措置で，仮に受渡条件が FOB で輸送が買主の管理下に

あったとしても，契約で規定された仕向地以外では受け渡

しをせず，買主が売主の同意なしに第三者に転売すること

が認められない．欧州向けについては，仕向地条項は現在

では基本的に違法化され，契約の中から削除されているケ

ースが見られる一方で，アジア向けについては未だ存在す

る．硬直的な契約条件は，地域間価格差や国際天然ガス・

LNG 市場の競争を阻害する要因の一つとして，アジア買主

間では広く共有されているが，EUのような超国家的枠組み

が欠如している下では，EUと同様な対応が取り難いのが現

状である．しかし，政府や大手買主からの硬直的な契約条

件の課題に関する発言が LNG 産消会議等の国際的な LNG 会

議を通して，供給者側にも広く浸透しつつあり，また仕向

地条項がない米国産 LNG の存在や買主間アライアンス等に

より，徐々に硬直的な契約条件を見直せるようになってき

ている． 

一方，売主においては，世界各地で多数の新規 LNG プロ

ジェクトが計画される中，2014年後半以降の原油価格低迷

が，プロジェクトの実現性や上流企業の採算性に大きく影

響を与えている．液化設備のモジュール化や浮体式設備

（FLNG）の採用等の技術開発面による上流開発コスト削減

もあるが，重複部門合理化による効率化や埋蔵量補填の手

段として，企業買収等の業界再編が進む可能性がある．2015

年 4月に LNG大手売主同士である Shellが BG買収を発表し

たが，Shell は 2014 年に約 2,400 万トン，BG は同年に約

1,100 万トンの LNG を販売しており，現時点で両社合計の

LNG 市場におけるシェアは約 15%にも達する．さらに，BG
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は米国で最初に立ち上がる Sabine Pass LNG プロジェクト

からの引き取りを確保している等，両社ともに今後数年間

に立ち上がるプロジェクトへ出資している．一方で両社の

新規 LNG プロジェクトが重複している米国やカナダでは，

プロジェクトの選別を行なったとしても不思議ではない．

上流開発分野における業界再編や資産売買等の流れは，買

主としても権益取得の好機となるであろう．また，より効

率的な事業推進のため，上流事業から下流事業に，下流事

業から上流事業に進出する等ビジネスモデルを多様化させ

ていく中で，従来の買主・売主という枠組みが崩れ合従連

衡のような形態も出現する可能性もある． 

 

６．まとめ 

世界の LNG 市場規模は，1990 年以降は 10 年毎にその規

模が倍に成長し，2020年には約 4億トンにまで拡大すると

見られる．LNG プロジェクトは，事前に多額の投資が必要

なため，長期にわたる硬直的な契約条件で取引されること

が多かったが，近年では数量の拡大とともに生産国・消費

国・プレーヤーも増加したことや急激な需給変動や地域間

価格差への対応として，スポット市場の活性化や再輸出ビ

ジネスが生まれ，結果的に市場の流動性や柔軟性が増して

きていると言える．一方で，国際天然ガス市場が不完全な

がらも形成されつつあるにもかかわらず，LNG 価格は地域

間価格差が根強く残っており，アジア買主としては依然と

して割高な LNG 価格で購入せざるを得ない状況を改善して

いかなければならない．また，その前段では，競争の阻害

要因となっている仕向地制限の解消・緩和等で LNG 市場の

流動性を向上させていくことが必須である． 

今後，米国や豪州，東アフリカ等の新規 LNG プロジェク

トが続々と立ち上がることは，買主とって調達源や契約内

容の多様化，および市場の流動性向上に大きく寄与するも

のと考えられる．また，需要面では欧州市場の持ち直しや

アジア・南米新興国での堅調な伸びが期待される一方で，

日本の原発再稼働や国内電力・ガス市場改革状況，中国や

インドの経済成長等の需要面に関する不確実性もあるから

こそ，市場はさらなる流動性や柔軟性を求めていくと考え

られる． 

市場環境が不確実性を持ちながら変容していく中で，持

続的な LNG 需要の創造と安定的な LNG 供給を，合理的かつ

適正な価格水準で取引されていくために，LNG ビジネスに

関わる事業者は，企業間アライアンスや事業分野の拡大等

の取り組みを進めている．  
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